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研究成果の概要（和文）：　本研究の狙いは、ソーシャルメディアの登場以降の言論空間の変容を明らかにする
ことにある。従来、新聞やテレビが社会的な言論の生産と流通を担ってきた。しかし、一般の市民が自由に意見
を発信できるメディア環境が構成されることで、言論空間の構造が大きく変容したと考えられるからである。
　研究から、モバイルメディアというソーシャルメディアのマテリアルな特性がユーザーの身体とより深くつな
がり、情動を触発する「情動的ネットワーク」となっていること、情報が「交換価値」として同じ価値をもつた
めに、フェイクニュース、噂、感情すらも情報として拡散できる環境が公共的空間に対する負のインパクトを与
えていることを指摘した。

研究成果の概要（英文）：The aim of this research is to clarify the transformation of discourse space
 after 　Traditionally, newspapers and television have been responsible for the production and 
circulation of public sphere. However, The structure of the discourse space has undergone 
significant transformation by constituting a media environment where public citizens can freely give
 opinions.
　Research shows that the material characteristics of social media as mobile media are more 
deepening the link with user's physicality, becoming "affective network" to inspire emotions, As 
individual information has the same value as "exchange value", I pointed out that environments that 
can spread fake news, rumors, and emotions as information also have a negative impact on the public 
space.

研究分野：人文社会情報学、社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 (1) ソーシャルメディアに関する研究は
理論と実証共に急速に進展しつつある状況
にあり、 Tiziana Terranova(2005), Jodi 
Dean(2010), Alexander R. Galloway(2007)
など海外文献を中心にリサーチを行った。 
 
 (2) 公共性の変容、ナショナリズムに関す
る研究は国内外を通じて多数に上り、これら
の研究とソーシャルメディア研究との接合
が重要な課題であった。とりわけ、本研究で
主 要 な 参 照 軸 と し た の は 、 Brian 
Massumi(2002, 2014, 2015) 、 Bernard 
Stiegler(1994, 2004) 、 Giorgio 
Agamben(1990)である。 
 
 
２．研究の目的 
 (1) 第 1は、ソーシャルメディアのメディ
ア特性を明らかにすることである。とりわけ、
Twitterの特徴を解明することにある。 
 
 (2) ソーシャルメディアは Twitter、
Facebook、LINEなど、グローバル企業によ
って運営される。資本主義経済に組み込まれ
たことによる傾向(bias)、その下での社会的
機能とその特徴を明らかにすることも必要
とされる。 
 
 (3) デジタルメディアと接合された人間
の欲望や意識やアイデンティティの生成変
化を解明することが最も重要な課題である。 
 
 (4) 公共性の変容、ナショナリズムやポピ
ュリズムの台頭に関しては、研究分担者の関
心に合わせて、それぞれ特定のフィールドか
らアプローチすることで、実証的に明らかに
することにした。そこで、研究分担者の毛利
嘉孝はロンドンオリンピックとメディアと
いうテーマからナショナリズムを再考する、
水嶋はデジタルメディア環境における個体
性と集合性の関係性という視点からナショ
ナリズムを考察する、阿部はソーシャルメデ
ィアによるコミュニケーション・モードの変
容からナショナリズムを分析する、というそ
れぞれのユニークな視点と課題からアプロ
ーチを加えた。 
 
３．研究の方法 
 (1) 基本的に国内外の文献に示された知
見を参照する文献研究を重点的に行い、それ
ぞれが研究会で報告した。 
 (2) それぞれの研究分野における聞き取
り調査やフィールド調査を実施して、文献で
得られた知見とフィールド調査からの知見
を照らし合わせて検証を行った。 
 以上の、２つの方法からアプローチした。 
 
４．研究成果 
 (1) ソーシャルメディアの特徴として、そ

れがモバイルメディアであることを看過で
きない。移動中に操作することが基本であり、
メディアと情報と身体のインターフェイス
がこれを基軸に組織されていることを重視
すべきである。 
 (2) (1)の特性はアクセスする情報の「短
文化」「注意喚起力の強化」「瞬時のレスポン
ス可能な操作性」というメディア特性と接合
する。 
 (3) 次々に更新される情報を小型スクリ
ーンに表象するメディアはユーザーの身体
的関与度を高め、情動を触発する触媒として
継続的に機能する。精神分析学の概念を用い
るならば、高速で循環する情報のフィードバ
ック・ループにアクセスするユーザーを「駆
り立てる力（drive）」は欲望からむしろ欲動
へと変容している、との仮説を提示するに至
った。 
 (4) 個々の情報へのアクセスや写真・メ
ール等の個人情報の発信は、ユーザーにとっ
て「使用価値」として意味をもつが、企業側
にとってはアクセス数自体が経済的価値を
有するものであり、個々の情報が虚偽・フェ
イクであるか「真実」であるかは考慮されな
い。メディア公共性にとってこうした経済的
基軸が決定的な影響を及ぼしている。すでに
「ポスト真実」の時代、フェイク・ニュース
の時代と言われる事態が生まれているが、そ
れはネット・ユーザーの悪意や意図に記され
るべき問題ではなく、アクセス、転送、リン
クされる数の多い情報が価値を生み出す現
在の情報経済機構に起因することを銘記し
なければならない。 
 (5) ユーザーが発信した情報は収集・蓄
積・解析されビックデータとして企業活動に
活用されると共にユーザーに対しても「レコ
メンド」としてフィードバックされる。その
情報の循環回路のなかで、ユーザーは人格的
な意味づけを失い、パタン A,パタン Bといっ
たカテゴライズされる「分人」へと変換され
る。それは、アガンベンが「なんであれかま
わないもの（whatever being）」と概念化し
た存在のあり方でもある。そこでは、他者と
コミュニケーションを通じて「共有＝コモ
ン」する感覚や、ある集団に帰属するという
感覚が極端に後景化していく事態であり、そ
れは個人をナルシシズムへと後退させる機
構が前景化した姿でもある。 
 (6) (5)で指摘した傾向は、逆説的にソー
シャルメディアを通した他者との関係の「つ
ながり」や「承認」への欲求を昂進させつつ、
ユーザーに対する同調圧力として作用する
一方で、ナルシシズム志向を抱えた「分人」
がナショナリズムやポピュリズム的運動へ
同一化する機制を強化させることにもつな
がる。 
 (7) 現在のナショナリズムやポピュリズ
ムをめぐる問題、公共性の「解体」にかかわ
る問題は、他の様々な要因との関係を視野に
入れて考察されるべきだとはいえ、デジタル



メディア環境が引き起こす(5)(6)(7)の機制
が強く作用している。以上、いまだ仮説の域
を出ないが、各国で広がりつつある「右翼的」
なポピュリズムの運動や社会意識の強度、さ
らにナショナリズムへの傾斜の動向は、コミ
ュニケーション資本主義（Jodi Dean)と言わ
れる資本主義の変容とそのもとでのコミュ
ニケーションン・モードの変化を相関してい
ることを明らかにした。今回の研究から得ら
れた知見は以上のとおりである。 
 なお、上述の研究分担者との共同研究の成
果は、『デジタルメディア環境における政治
的公共性の変容』（仮題）東京大学出版会か
ら 2018 年度に刊行を予定しており、すでに
草稿を研究会で報告し、修正の作業に入って
いることも申し添えておきたい。 
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